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　法令文は、解釈に疑義が生じないよう要件と効果だけが簡潔に記

述されており、これを重ねて説明するような余計な文言が排除され

ています。また、法令文は、特有の言い回しが多く、一般になじみ

のある文章ではありません。これらの特徴が法令文を一般の人から

遠ざけているように思います。

　しかし、法令文の中で重要な働きをしている法令用語の意味内容

や使われ方を理解すれば、法令文を読む苦労がかなり軽減されると

思います。他方、法令用語のほとんどが日常用語としても使われて

いるため、ともすれば法令用語を自己流で理解してしまい、法令文

を間違って解釈するおそれがあります。したがって、法令文を読む

上で法令用語を正しく理解することは必要不可欠です。

　本書は、数ある法令用語のうち、ぜひ理解していただきたい基本

的な用語を選んで解説したものです。また、１つの法令用語がいろ

いろな意味内容で使われることもありますが、できるだけその法令

用語のオーソドックスな意味内容を中心に解説するように心がけま

した。このような二重の意味を込めて、本書を「基礎からわかる法

令用語」と名付けた次第です。

　本書では、便宜上法令用語を４つに分類しています。

　第１章「これだけは覚えておきたい　必須の法令用語 22」は、

法令文を読む際に最低限理解しておくべき法令用語で、いわば「法

令用語中の法令用語」というべきものです。

　第２章「押さえておきたい　基本の法令用語 15」は、法令文に

おいてよく使われる法令用語で、その意味内容や使われ方を再確認

しておくべきものです。

はしがき
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　第３章「日常用語とは異なる　注意すべき法令用語５」は、日常

用語と違った意味内容で使われる法令用語のうち特に注意すべきも

のです。

　第４章「似ていても意味が異なる　区別すべき法令用語 20」は、

以上にあげた法令用語以外で、似たような法令用語についてその区

別をしっかりと理解しておくべきものです。

　これまで法令用語については数多くの書物が出版されています

が、本書は、これらの成果に負うところが大きいものがあります。

それらの書物につきましては、巻末に参考文献として掲げさせてい

ただき、先輩諸氏に感謝の意を表する次第です。

　なお、本書で述べたところは著者個人の見解であり、著者が勤務

する職場の公の見解ではないことをお断りしておきたいと思いま

す。

　本書が、法令文を読む方にとって少しでもお役に立てるならば、

著者にとってこれほど大きな喜びはありません。

　最後になりましたが、本書を執筆するに当たり、学陽書房編集部

の村上広大氏には大変お世話になりました。この場を借りて厚く御

礼申し上げます。

　2015 年３月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　長野　秀幸　
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又は・若しくは1

■民法

　（相続の承認又は放棄をすべき期間） 

第 915 条　相続人は、自己のために相続の開始があったことを知っ

た時から３箇月以内に、相続について、【単純若しくは限定の承

認又は放棄】をしなければならない。（略）

■地方自治法

第 129 条　普通地方公共団体の議会の会議中この法律又は会議規則

に違反しその他議場の秩序を乱す議員があるときは、議長は、こ

れを制止し、又は発言を取り消させ、その命令に従わないときは、

その日の会議が終るまで発言を禁止し、又は議場の外に退去させ

ることができる。 

②　（略）

　「若しくは」は、「又は」で結び付けられたそれぞれの語句の

中を細分化してさらに語句を選択的に結び付ける場合に使われ

ます。

　「又は」と「若しくは」は、ともに複数の語句を選択的に結び

付ける場合（英語でいえば「or」）に使われますが、両者では使

われる段階が違います。

　「又は」は、単純に語句を選択的に結び付ける場合に使われます。



11

こ
れ
だ
け
は
覚
え
て
お
き
た
い
　
必
須
の
法
令
用
語
22

第
　   

章
1

　

　【　】内の部分を図示すると、次のようになります。

　相続については、法定の期間内に承認をするか放棄（民法 938 条）

をするか決めないといけないわけですが、承認には単純承認（民法

920 条）と限定承認（民法 922 条）があることから、まず承認と放

棄を「又は」で選択的に結び付け、次に承認の中の単純承認と限定

承認を「若しくは」で選択的に結び付けているわけです。（なお、

法定の期間内に限定承認又は放棄をしない場合は、単純承認をした

ものとみなされます（民法 921 条２号））。

　日常用語では、「又は」と「若しくは」は特に区別して使われま

せんが、法令では、「又は」は上の接続の段階で使われ、「若しくは」

はその下の接続の段階で使われることに注意が必要です。

　したがって、条文中に「若しくは」が使われているときは、必ず

「又は」が使われているので、まず「又は」を探して上の接続の段

階（「Ａ又はＢ」、「Ａ、Ｂ又はＣ」など）を確認し、次にそれぞれ

のグループの中で「若しくは」で結び付けられている語句を探すと、

条文の構造が理解しやすくなります。

　さらに接続の段階がもう１つ増えて３段階になる場合、一番下の

接続の段階では、「若しくは」が使われます。

単純

限定
若しくは の承認

放棄
又は　

２　（略）

■行政不服審査法（平成 26 年法律第 68 号）

　（適用除外） 
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　この規定があることにより、たとえば、日本年金機構の役職員は、

公務員と同様に収賄罪の主体となり、「その職務に関し、賄賂を収

受し、又はその要求若しくは約束をしたときは、５年以下の懲役に

推定する・みなす15
　「推定する」は、法令の取扱い上、事実はこうだと一応決めて

おく場合に使われます。それが本当の事実と異なる場合には、証

拠（反証）をあげてこれを否定することができます。

■破産法

　（破産手続開始の原因）

第 15 条　債務者が支払不能にあるときは、裁判所は、第 30 条第１

項の規定に基づき、申立てにより、・・・破産手続を開始する。

２　債務者が支払を停止したときは、支払不能にあるものと推定す

る。

　これに対し、「みなす」は、本来性質の違うものを一定の法律

関係において同様に取り扱う場合に使われます。

■日本年金機構法

　（役員及び職員の地位）

第 20 条　機構の役員及び職員（・・・）は、刑法（・・・）その

他の罰則の適用については、法令により公務に従事する職員とみ

なす。
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処」せられます（刑法 197 条１項前段）。

　また、失踪宣告を受けた者は、７年の期間満了時（普通失踪の場

合）又は危難が去った時（危難失踪の場合）に死亡したものとみな

されます（民法 31 条）。

　「みなす」とされた場合は、反証をあげて覆すことは認められま

せんが、特にその効果を覆す手続が法定されている場合もあります。

　なお、「みなすことができる」と規定されていることがあります。

この場合は、その規定を援用する者（次の例では家庭裁判所）が「み

なす」という法律効果を選択する裁量権を持っています。

■民法

　（失踪の宣告の取消し）

第 32 条　失踪者が生存すること又は前条に規定する時と異なる時

に死亡したことの証明があったときは、家庭裁判所は、本人又は

利害関係人の請求により、失踪の宣告を取り消さなければならな

い。（略）

２　（略）

■家事事件手続法

　（家事審判の申立ての取下げの擬制）

第 83 条　家事審判の申立人（・・・）が、連続して２回、呼出し

を受けた家事審判の手続の期日に出頭せず、又は・・・家事審判

の手続の期日において陳述をしないで退席をしたときは、家庭裁

判所は、申立ての取下げがあったものとみなすことができる。
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　古い法令ではすべて「併せて」を使い、その後一時すべて「あわ

せて」を使うこととされ、現在では、接続詞の場合は「あわせて」

を使い、副詞の場合は「併せて」を使うことになっています。した

がって、現行法の「あわせて」・「併せて」の表記だけを見てそれが

接続詞なのか副詞なのかを見きわめることは困難となっています。

あわせて1
　「あわせて（併せて）」は、法令上「とともに」とか「同時に」

という意味で接続詞又は副詞として使われます。

■日本国憲法の改正手続に関する法律

　（趣旨）

第１条　この法律は、日本国憲法第 96 条に定める日本国憲法の改

正（・・・）について、国民の承認に係る投票（・・・）に関す

る手続を定めるとともに、あわせて憲法改正の発議に係る手続の

整備を行うものとする。

■津波防災地域づくりに関する法律

　（附帯工事の施行）

第 32 条　津波防護施設管理者は、津波防護施設に関する工事によ

り必要を生じた他の工事又は津波防護施設に関する工事を施行す

るため必要を生じた他の工事をその津波防護施設に関する工事と

併せて施行することができる。

２　（略）
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　この例では、第 34 条第３項で、「当該許可」と「営業所」が「係

る」で結び付けられています。両者の関係はこの規定だけからでは

わかりませんが、同条第１項を参照すればわかります。逆にいえば

第１項があることから第３項では両者の関係については内容的なこ

とは書かずに、「係る」を使ってさらっと表現できるわけです。こ

のように「係る」が結び付ける語句と語句との関係は、通常、当該

法令の前後の文脈からわかります。

　もっとも、他の法令を参照しなければ、「係る」で結び付けられ

た語句の関係がわからない場合もあります。

係る・関する2
　「係る」は、条文を書く際に語句と語句の関係を丁寧に表現す

ると冗長になったり複雑になったりする場合に、その関係を省

略して簡潔に表現するために使われます。

■医薬品・医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する

法律

　（卸売販売業の許可）

第 34 条　卸売販売業の許可は、営業所ごとに、その営業所の所在

地の都道府県知事が与える。

２　（略）

３　卸売販売業の許可を受けた者（・・・）は、当該許可に係る営

業所については、業として、医薬品を、薬局開設者等以外の者に

対し、販売し、又は授与してはならない。


